
 

 

点検結果表（規制の事前評価） 

政策の名称 「所在不明の年金受給者に係る届出義務化」について 府省名 厚生労働省 

根拠となる法令 
■法律      □政令     □府省令     □告示     □その他 

国民年金法、厚生年金保険法 

規制の区分 ■新設等              □緩和               □廃止 

 

点検項目 評価の実施状況 課題 

規制の目的、内容
及び必要性 

■説明あり □説明なし  

費
用
の
分
析 

遵守費用 □金銭価値化 □定量化 ■定性的記述 □負担なし □分析なし  

行政費用 □金銭価値化 □定量化 ■定性的記述 □負担なし □分析なし ① 

その他の 
社会的費用 

□金銭価値化 □定量化 □定性的記述 ■負担なし □分析なし  

便益の分析 □金銭価値化 □定量化 ■定性的記述 □分析なし  

費用と便益の 
関係の分析 

□費用便益分析 □費用効果分析 □費用分析 ■定性的な分析 □分析なし  

代
替
案 

代替案の設定 ■設定あり □想定される代替案なし □設定なし  

代替案との 
比較 

■費用・便益で比較 □費用で比較 □便益で比較 □比較なし ② 

レビューを行う 
時期又は条件 

■設定あり □設定なし  

【課題の説明】 

① 行政費用 

行政費用について、「所在が明らかでなくなる方の数は限られており」と記載しているが、遵守費用欄に

は「年金の支給を受けている所在不明者の数が把握できず」と記載されているため、「数は限られている」

としている根拠について、評価書における説明が不十分である（本項目については、厚生労働省から別紙

のとおり補足説明がなされた。）。 

 

② 代替案との比較 

費用と便益の関係について、本件規制と代替案との比較を実施しており、当該比較の分析結果について、

「期待される効果は同じ」と記載しているが、代替案の方が、より正確に所在不明の年金受給者の数を把

握できることから、期待される効果は高いと考えられる。このため、この点を踏まえて適切に説明した上

で、本件規制と代替案との比較考量を行う必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 
【点検結果表の別紙】 

 

≪厚生労働省の補足説明≫ 

① 行政費用 
 「所在が明らかでなくなる方の数は限られており」と記載したのは、平成 22年度の行方不明者は 80,655
名であるが、所在が確認された者も多数おり、実際に所在不明のままとなっている年金受給者の数は少数で
あるということ。 


